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１ 「当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情

報を開示することとなるとき」 

    行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報が存在していれば、開示決定等を行

い、存在していなければ不開示決定を行うことになる。したがって、保有個人情報の不

存在を理由とする不開示決定の場合以外の決定では、原則として保有個人情報の存在が

前提となっている。しかしながら、開示請求に係る保有個人情報の存否を明らかにする

だけで、法第７８条第１項各号の不開示情報を開示することとなる場合があり、この場

合には、保有個人情報の存否を明らかにしないで開示請求を拒否することができる。 

    「不開示情報を開示することとなるとき」とは、開示請求に係る保有個人情報が実際

にあるかないかにかかわらず、開示請求された保有個人情報の存否について回答すれ

ば、不開示情報を開示することとなる場合をいう。開示請求に含まれる情報と不開示情

報該当性が結合することにより、当該保有個人情報の存否を回答できない場合もある。

例えば、犯罪の容疑者等特定の個人を対象とした内偵捜査に関する情報について、本人

から開示請求があった場合等が考えられる。 

２ 「当該保有個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができ

る」 

    保有個人情報の存否を明らかにしないで開示請求を拒否する決定も、申請に対する処

分であることから、行政手続法（平成５年法律第８８号）第８条に基づき処分の理由を

示す必要がある。提示すべき理由の程度としては、開示請求者が拒否の理由を明確に認

識し得るものであることが必要であると考えられる。 

    また、個別具体的な理由提示の程度については、当該情報の性質、内容、開示請求書

の記載内容等を踏まえ、請求のあった保有個人情報の存否を答えることにより、どのよ

うな不開示情報を開示することになるかをできる限り具体的に提示することになる。 

また、存否を明らかにしないで拒否することが必要な類型の情報については、常に存

否を明らかにしないで拒否することが必要であり、例えば、保有個人情報が存在しない

場合に不存在と答えて、保有個人情報が存在する場合にのみ存否を明らかにしないで拒

否したのでは、開示請求者に当該保有個人情報の存在を類推させることになる。 

 


